
（単位：百万円） （単位：百万円）

一般会計等 全体 連結 一般会計等 全体 連結

１　固定資産 453,608 634,096 652,781 １　固定負債 143,026 225,120 230,939 １　経常費用 119,144 182,223 228,312

① 有形固定資産 425,878 598,219 614,590 ① 地方債 128,662 164,416 166,222 ① 人件費 16,246 20,629 26,110

ⅰ 事業用資産 227,218 237,959 253,831 ② 退職手当引当金 11,994 14,240 16,494 ② 物件費等（消耗品費、維持補修費等） 40,509 52,869 59,487

ⅱ インフラ資産 197,705 351,668 351,668 ③ その他（長期前受金等） 2,369 46,464 48,223 ③ その他の業務費用（市債償還の利子等） 1,663 3,201 13,699

ⅲ 物品（減価償却累計額含む） 955 8,591 9,091 ２　流動負債 13,098 22,508 30,301 ④ 補助金等 28,728 78,642 67,754

② 無形固定資産 58 7,574 7,580 ① １年以内償還予定地方債 11,905 17,184 17,737 ⑤ 社会保障給付 23,108 23,113 57,258

③ 投資その他の資産 27,671 28,302 30,612 ② 未払金・未払費用 0 3,404 3,794 ⑥ 他会計への繰出金 7,312 0 0

２　流動資産 12,793 34,423 38,775 ③ 賞与等引当金 1,155 1,415 1,637 ⑦ その他 1,579 3,769 4,004

① 現金預金 2,765 20,729 24,561 ④ 預り金 38 38 74 ２　経常収益 3,487 17,812 34,887

② 未収金 339 3,094 3,296 ⑤ その他（前受金等） 0 468 7,060 ① 使用料及び手数料 1,620 12,512 12,768

③ 基金 9,773 10,690 10,967 156,124 247,628 261,240 ② その他（財産貸付収入、預金利子等） 1,867 5,300 22,119

④ 徴収不能引当金 △ 84 △ 260 △ 260 ３　純経常行政コスト（１－２） 115,656 164,411 193,425

⑤ その他 0 170 211 310,276 420,891 430,324 ４　臨時損失（災害復旧事業費等） 633 1,058 1,053

466,400 668,519 691,564 466,400 668,519 691,564 ５　臨時利益（資産売却益等） 93 874 881

△ 84 ６　純行政コスト（３＋４－５） 116,196 164,594 193,597

0 ７　財源 114,104 164,845 193,961

税収等 70,094 90,959 104,555

国県等補助金 44,010 73,886 89,405

８　本年度差額（７－６） △ 2,093 251 364

９　その他（資産評価差額、無償所管換等） 1 17 △ 12

10　本年度純資産変動額（８＋９） △ 2,092 268 352

11　前年度末純資産残高 312,368 420,622 429,972

（単位：百万円） 12　本年度末純資産残高（10＋11） 310,276 420,891 430,324

一般会計等 全体 連結

１　業務活動収支 3,435 12,012

① 業務支出 107,967 163,895

② 業務収入 105,501 169,990

③ 臨時支出 0 0

④ 臨時収入 5,901 5,917

２　投資活動収支 △ 4,853 △ 8,628

① 投資活動支出 16,501 22,236 ※財務書類に表示している金額は、百万円未満を四捨五入していますので、計の数値が一致しない場合があります。

② 投資活動収入 11,648 13,608

３　財務活動収支 1,589 △ 2,717

① 財務活動支出 12,251 18,286

② 財務活動収入 13,840 15,569

171 666

５　前年度末資金残高 2,555 20,024

６　本年度末資金残高（４＋５） 2,727 20,691

７　前年度末歳計外現金残高 58 58 一般会計等 全体 連結

８　本年度歳計外現金増減額 △ 20 △ 20 58.4% 52.6% 61.6%

38 38

2,765 20,729

純資産の部

純資産合計

９　本年度末歳計外現金残高（７＋８）

10　本年度末現金預金残高（６＋９）

科目

４　本年度資金収支額（１＋２＋３）

負債・純資産合計資産合計

負債合計
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科目 一般会計等 全体 連結
資産の部

科目 科目

負債の部

行政活動に伴う現金（資金）の流れについて、異なる3種類の区分に分けて示す表で、会計年度における部門ごとの現金収支を見ることができます。

＜行政コスト計算書＞ （下表１～６）

１年間の行政活動のうち、資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用と、その行政サービスの直

接の対価として得た収入等を対比させた表で、減価償却費や引当金繰入額等の現金支出を伴わないコストも

費用として計上しています。

＜純資産変動計算書＞ （下表７～12）

純資産が１年間でどのように変動したかを示した表で、資産を構成する財源の増減や構成がどのように変

化したかを見ることができます。

住民サービスを提供するために保有する財産（資産）と、その財産をどのような財源（負債・純資産）で賄っているかを総括的に示した表で、

作成基準日における財政状態を示したものです。

資産の形成状況や現金の収支状況なども把握し、連結ベースまで作成することにより、本市の財務状況を一体的に示すものです。

貸借対照表（BS）

行政コスト計算書（PL）及び純資産変動計算書（NW）
一般会計等：一般会計 ＋ 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費特別会計 ＋ 土地取得事業費特別会計

全 体：一般会計等 ＋ その他の特別会計 ＋ 水道事業会計 ＋ 下水道事業会計＋病院事業会計

連 結：全体 ＋ 一部事務組合 ＋ 広域連合 ＋ 土地開発公社 ＋ 出資比率25％以上の出資法人

※ 一部の一部事務組合については、統一的な基準に基づく連財務書類を作成していないため連結対象外としています。

資金収支計算書（CF）

＜業務活動収支＞

行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入、支出されるもの

＜投資活動収支＞

公共施設や道路整備などの資産形成や投資、貸付金などの金融資産形成に

支出したものや資産形成の財源に充てられた収入など

＜財務活動収支＞

市債、借入金などの借入、償還など

＜歳計外現金＞

職員給与等から徴収した税金や社会保険料など市の所有に属さない現金

＜世代公平性を表す指標＞

～将来世代と現世代との負担の分担は適切か～

◆ 純資産比率（純資産合計÷資産合計）

比率が高いほど、現在までの世代が自らの負担によ

り将来世代も利用可能な資源を蓄積したことを意味し、

将来世代の負担割合が少ないこととなる。

主
な
分
析
指
標

＜自律性を表す指標）＞

～行政サービスに対する受益者負担割合はいくらか

～

◆ 受益者負担比率 （経常収益÷経常費用）

行政サービスに対して受益者が負担している使用

料や手数料の割合を意味し、比率が低いほど、受益

者の負担が少ないこととなる。

＜資産形成を表す指標＞

～公共施設・インフラ等の更新は可能か～

◆ 有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）
（減価償却累計額÷（有形固定資産合計-非償却資産＋減価償却累

計額）

比率が高いほど、施設の老朽化が進んでいることを意味し、

施設等の長寿命化対策や更新が必要となる。

【一般会計等】

4,664億円の資産を形成してきています。そのうち、純資産の3,103億円については、過去の世代や国・県の負担ですでに支払いが済んでおり、

負債である1,561億円については、将来の世代が負担していくことになります。（全体、連結の考え方も同様となります。）

【一般会計等】

経常費用から経常収益を差し引いた純経常行政コストは、1,157億円となり、

また、これに臨時損失と臨時利益の差額を加えた純行政コストは、1,162億円と

なります。これらのコストについて、市税や地方交付税等の一般財源や国・県補

助金等で賄っています。（全体、連結の考え方も同様となります。）

一致

一致

作成

省略

一般会計等 全体 連結

R４ 66.5% 63.0% 62.2%

R３ 67.2% 63.0% 62.2%

一般会計等 全体 連結

R４ 2.9% 9.8% 15.3%

R３ 2.6% 9.5% 14.2%

一般会計等 全体 連結

R４ 63.7% 58.3% 58.6%

R３ 63.6% 57.8% 58.1%


